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論 文 内 容 の 要 旨
この論文は, 国家権力行使の空自地帯に生じる暴力的犯罪行為である海賊行為鎮圧についての国際的協
力と国家裁判権による処罰の法の綜合的研究を試みたものである｡
序説及び三編ならびに結論, 附論からなり, 本論たる三編及び結論はそれぞれ数葦に分れている｡ なお,
巻末には資料, 文献目録が収録されており, 全体として B5版466貢に及んでいる｡ 序説では, ｢海賊行為
の現代的関心｣ と題して,1958年の海洋法会議において, 公海に関する条約が採択され, これに伴い, 公海
上の海賊行為に対する警察権の行使及び刑罰権の行使について国内法的根拠を設ける必要が生じたこと,
そのためには, 海賊行為の法の研究が必要になったことをのペている｡
本論第一編は, ｢海賊行為の法｣ と題されているが, そこでは, 主として, 現在に至るまでの海賊行為
及びそれに対処する法的態度を, 時代順にまた比較法的に論じている｡ 即ち, その第一章は, ｢海賊行為
とその法の発達の歴史的概観｣として, 古代ギリシアから20世紀に至るまでの海賊の盛衰, 海賊形態の変
遷及び海賊に対する斗争の仕方を概観し, その第二章は ｢イギリスにおける海賊行為処罰法の発展｣ と題
して, 海賊行為の処罰及び没収が海事裁判所から普通裁判所に移された点, 海賊打捕免許の制度の発達,
捕獲船舶及び捕獲財産の処分, 国際法上の犯罪たる海賊行為を国内法的にも犯罪とすることによって属地
主義との調和を計ったことなど, 海賊行為の法の発展に果したイギリスの役割を述べる｡ その第三章 は
｢世界各国の国内立法における海賊行為の処罰法｣と題し, アメリカ合衆国, フランス, イスパニア, 求








り, 海賊船舶捕獲の国際慣習法が生じたとし, それが更に逮捕の国際的責務に発達し, 嫌疑による臨検の
法に拡げられたことと関係して無国旗船舶の問題が生じ, さらに戦時国際法や反乱国体との関係が問題と
なり, 又奴隷売買や, 海底電線破壊の海賊類似行為の問題もあり,′条約の時代に入り, ワシントン宜言,
ロンドン条約と議定書, ニヨン協定そして公海に関する条約により成文化された経過を示している｡
第二編は ｢海上警察法における海賊行為｣ と題されているが, その実は, 国際法上の海賊行為の定義を
取り扱った第一茸と国際法上許された鎮圧手段を論じている第二章とからなる｡ まず, 罪- 茸は, 国際法
学者による海賊行為の定義を紹介し, 次いで公海に関する条約における海賊行為の定義を分析し, その客
観的構成要件と主観的構成要件を論じ, とくに, 海賊行為の主体における ｢私的目的｣ との関係で, 国家
による海賊行為を認める余地を示唆している｡ 第二葦では海賊行為の鎮圧と捜査につき, 国際法上の許容
と国内法上の限界を論じている｡
第三編は, ｢海賊行為の刑事法的原理｣ と題して,海賊行為の国内処罰の問題を, 国際法上の海賊行為が
主として海上警察的目的に出るのに対し国内法上の海賊罪が刑事責任的考慮に貫かれていることの矛盾と
その解決に力が注がれている. 先ず, 罪- 章 ｢海賊行為の国際刑法上の地位｣ については, 属地主義, 積
極的, 消極的属人主義のいずれによっても処罰権限のない海賊の処罰根拠は代理刑罰権の法理による外は
なく, 罪刑法定主義との関連上本国法の限度で処罰されるべきことを主張する｡ 第二葦 ｢国際法上の海賊
行為の刑法的構成要件｣ では, 公海に関する条約による海賊行為を国内法的に構成要件化するならば, ど
のような構成要件要素を含まれなければならないかを論じ, その前提のもとに, 国内刑法的理論を適用し
ていくとどのような解釈的結論が得られるかを同章及び第三茸 ｢海賊行為の違法構成要件｣ 第四葦 ｢海賊
行為の茸任｣ で論じている｡ つづいて第五章では ｢海賊行為の処罰｣ が, 第六章では ｢海賊行為に関する
裁判｣ が論じられている｡




論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨
淘賊行為の法律的研究は, 従来, 主として国際法の倣域で行なわれていたが, この問題を正面から取り
上げ, 包括的に行なわれた研究は, きわめて稀であったといってよいO まして, 国内刑法的に海賊罪を研
究の対象としたものは, わが刑法が海賊罪を設ていないこととも関係して皆無であった｡ しかし, 改正刑
法準備草案が, その343条において海賊罪を規定することを提案し, 刑法に世界主義的原理が導入される
と共に, この問題は, 今後議論を呼ぶものと考えられる｡
このような状況の中で, この論文は, 海賊行為についてのあらゆる問題を取り上げ, 且つ歴史的にも,
比較法的にも充分の資料を提供したもので, 海賊行為の法律的研究として画期的なものと認められる｡
よって, 本論文は法学博士の学位論文として価値あるものと認める｡
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